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 第１章 まちづくりの課題  

 

 本市のまちづくりは、昭和４５年から、計画的な都市づくりがスタートしており、約５０年にわ

たる都市基盤の整備は、人が多く居住する地域を中心に行われ、今日の本市の発展の基礎的役割を

果たしているものの、一方では時代の変化とともに、人口減少により地域のコミュニティ維持が難

しくなってきていることに加え、閉校となった学校が存在するなど様々な課題を抱えています。 

 道路や公園、下水道などの都市的整備の更新も見据えつつ、防災や福祉、環境という視点から、

まちづくりの課題に対応した施策や事業の展開が求められています。 

 

主 要 課 題 
 

１．土地利用の課題  

          

(１) 住宅地 

室蘭圏の令和 12 年度人口は令和２年度比約 14％減の推計であることから、市街化区域にあ

る農地や低未利用地については住宅地としての利用転換を促進するものの、市街化区域の拡大

は難しいことから、市街地区など、古くからの住宅などが集積している地区における既存住宅

の解体や建替えなどの促進により、住環境の改善が必要となっています。 

 

(２) 中心市街地 

中心市街地と呼ばれていた地区も現在は空虚化が進んでいることから、その問題改善のため

に、公民連携などによる検討を行ったうえで、都市施設などの効果的な設置が必要となってい

ます。 

 

(３) 既成市街地 

用途地域や都市計画施設の見直しを含めた、各地域の実態に応じた区域の土地利用を推進し

つつ、住環境のバリアフリー化への対応も必要となっています。 

 

(４) 工業団地     

伊達インターチェンジにつながる道道伊達インター線の沿道に位置する、松ヶ枝地区中小企

業団地は堅調であり、産業・経済活動の一層の活性化と多様な雇用機会の提供を図るため、今

後、土地の確保も含めた新たな土地利用のあり方を検討する必要があります。 

反面、長和工業団地については新規企業の進出が進んでおらず、未利用地のあり方を含め検

討する必要があります。 
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(５) 都市地域と農業地域 

人口減少が進んでいる現状において、農地については農家数の減少を見据えた再編を図って

おり、市街地については拡大が見込めないことから、ゾーニングを検討するなど効果的な土地

利用を図る必要があります。また、市街化調整区域にある閉校した学校などの公共施設につい

ても後利用を含めた検討をしていく必要があります。 

 

 

２．都市施設等の課題  

    

 住み良い生活環境を整えることは、まちづくりにとって重要な施策です。このため、市民ニーズ

を的確に把握しながら、総合的かつ計画的に都市施設の整備を進める対応が必要となっています。 

 

(１) 道路網の整備 

   国道は、大滝区内で一部整備され、道道についても順次整備を行っています。生活道路につ

いては面的整備なども関連させながら時期や効果を検討し整備を進める必要があります。 

 

(２) 公共交通  

  室蘭都市圏の都市交通マスタープランや伊達市地域公共交通計画に基づき、ニーズに応じた

公共交通の利用促進策を検討するなど、各公共交通事業者と行政の連携を図る必要がありま

す。 

 

(３) 公園・緑地 

 地域の特性に応じた緑化を推進するものの、公共施設の増には至っておらず、市街化区域内に

おいては公園も増えてはいませんが、需要に応じた質の高い整備が必要となっています。 

 

(４) 河川 

河川については、異常降雨に対応するための浚渫事業を実施するとともに、草刈等の維持管

理を行っていく必要があります。 

 

(５) 上水道 

伊達市水道ビジョンに掲げた「安全安心な水を次世代へ」の基本理念のもと、給水区域にお

けるおいしい水の継続した安定供給に努めていく必要があります。 

 

(６) 下水道 

伊達市下水道ビジョンを策定し、生活環境の改善と公共用水域の水質保全を図るとともに、

浸水から都市を守れるよう計画的な整備を行っていく必要があります。 
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３．自然環境・景観・防災の課題  

 

(１) 自然環境・景観 

これまでの環境配慮行動を見直し、継続可能な取り組みを行うとともに、新たな気づきと行

動でより良い環境が実感できる豊かな生活を送れることを期待し、「環境配慮を通じて、豊か

さを実感できるエコシティだて－続けよう、ともに学び、行動すること！－」を将来像とした

第３次伊達市環境基本計画を策定しており、市民の良好な環境を確保し、将来の世代に継承し

ていくため取り組みを進めます。 

また、本市の豊かな自然景観を保全していくため、伊達市景観計画に基づき、良好な景観形

成を推進していく必要があります。 

 

(２) 防 災 

2000 年の有珠山噴火に加え、2011 年の東日本大震災により津波防災の意識が高まり､さ

らには異常気象や地震などによる土砂崩れや水害などへの対策として、浸水想定区域における

高所の避難場所を検討するなど、高齢者や体が不自由な人でもさまざまな災害に応じた防災対

応ができるよう取り組んでいきつつ、市民の防災意識も醸成していく必要があります。 

 

 

４．福祉・観光・文化財等の課題  

      

(１) 総合バリアフリー化 

   伊達市バリアフリー基本構想に基づき、ユニバーサルデザインやバリアフリー化を基調とし

たインフラ整備の推進に取り組み、ノーマライゼーション社会の実現を目指す必要がありま

す。 

 

(２) 少子・高齢化への対応 

   高齢者同士のふれあいや交流ができる取り組みや、子育て支援についても伊達市子ども・子

育て支援事業計画に基づき各種事業を取り組むことで、高齢者と子育て世帯が住みやすい地域

づくり進めていく必要があります。 

 

(３) 観光・文化財等 

豊かな自然や歴史・文化遺産など、数多くの資産を有しており、その有効活用や、伊達市景

観計画に基づく保全が必要となっています。また、多様化している観光ニーズに対応するた

め、新たな観光産業の開発を進める必要があります。 
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５．広域的な課題  

          

 人口減少などにより、個々の自治体ですべての地域住民のニーズを満たすことは難しくなってい

ます。このため、西いぶり地域３市３町で西いぶり定住自立圏共生ビジョンに基づき、地域間の連

携や機能分担を強めるとともに、市町村の枠組みを越えた広域的事業の展開を引き続き行っていく

必要があります。 

 

 第２章 めざす将来像                  

                                      

１．将来像と目標  

 

(１) 計画目標年次 

伊達市の将来を見据えたまちづくりの指針である都市計画マスタ－プランは、おおむね 10

年（計画期間：令和 6 年から令和 15 年）後を目標とします。 

  

(２) 将来像とまちづくりの目標 

＜将  来  像＞ 

伊達市の都市計画マスタ－プランでは、これまでのまちづくりを継承しつつ、市民と行政が

協働のもと、本市が抱えるまちづくりの課題を整理解消しながら、質の高い生活の場として、

また、自然や歴史など地域資源と調和した「伊達らしさ」のある都市空間の形成を図るため、

めざす将来の都市の姿は、前マスタープランから大きく変わるものではありませんので、次の

とおり将来像も踏襲することとします。 

 

 

 

 
 
 

＜まちづくりの目標＞   

将来像を実現するため、本計画におけるまちづくりの目標を、次のとおりとします。 

       

◆ 豊かな自然と調和した生活空間づくり  

都市を取り囲む豊かな自然環境が保たれ、自然との調和と共生を図りながら、計画的な土地

利用を進め、生活に身近な緑空間と融合できる生活空間づくりをめざします。 

  ◆ 都市環境の整った都市空間づくり  

機能的で快適に生活できる都市基盤を整備するとともに、ゆとり、潤い、豊かさを追求した

生活環境を提供できる都市空間づくりをめざします。 

 ◆ 地域特性を生かした個性あるまちづくり 

『豊かな自然、歴史・文化が薫り、魅力ある活気みなぎるまち』 
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史跡、遺跡など歴史・文化を大切にしながら、新たな市民文化との融合を図ります。 

また、地域の特性を生かしながら、魅力と個性のあるまちづくりをめざします。 

 ◆ 安全で安心して暮らせるまちづくり 

避難道路などの交通ネットワークの機能を高めつつ、防災機能の充実を図り、災害などに強

いまちづくりをめざします。 

また、高齢者、障がい者が安全で安心して暮らせるまちづくりをめざします。 

 ◆ 人と人とがふれあうまちづくり 

市民と行政が一緒に考え、行動する協働型の「市民参加」を進め、人と人とがふれあうまち

づくりをめざします。                           

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まちづくりの目標 

まちづくりの課題 
 
・ 土地利用の課題 

・ 都市施設等の課題 

・ 自然環境・景観・防災の課題 

・ 福祉・観光・文化財等の課題 

・ 広域的な課題 

将来像 
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２．まちづくりの基本方針  

 

 本市の特性を生かしながら、まちづくりの目標を達成するため、次のとおり基本方針を設定しま

す。 

 ◆豊かな自然と調和した生活空間づくり 

 

 ～特性に応じた土地利用の方針～ 

自然と都市との調和や健康で快適な市民生活の確保、活気ある産業の振興など、総合的かつ

計画的な土地利用を図ります。 

土地利用に関する諸計画を適切に運用するため、関係法令に基づく規制と指導を行い、未利

用地の有効活用など、適正な土地利用を図ります。また、閉校した学校などの後利用がされて

いない公共施設についてもそのままとするのではなく、地域コミュニティの維持に資する施設

など、さまざまな視点からの後利用を含めた検討をしていく必要があります。 

 

(１) 都市地域 

自然環境の保全、農業地域との調和に配慮しつつ、人口動態、地域の開発動向を十分勘案し

ながら、新たな住宅地の形成や公園、緑地、道路などの適正配置に努め、景観にも配慮した街

並み形成の誘導など、地域の特性を生かした都市づくりを進めます。また、住居系、商業系、

工業系の用途がもつ都市的機能の充実はもとより、高齢者や一般世帯の居住環境の利便性を高

めるとともに、民間による空地開発に対する適正な指導を行い、良好な居住環境の創出など、

まち全体の均衡ある発展を図ります。 

 

(２) 農業地域 

豊かな緑を提供する農地は、市民に安全な農作物等を提供する場として生産性の高い優良農

地の保全のほか、将来の後継者不足を視野に入れ農地全体を有効活用できるよう農地再編事業

を進めながら、ICT 技術の活用や新作物の産地化などの取り組みを官民連携で進めつつ、農業

の振興を図ります。また、都市と農業との調和に配慮しながら、豊かな自然環境や景観、地域

の個性を生かした取組としてグリーン・ツーリズムや優良田園住宅などのニーズに対応できる

土地利用を図ります。 

 

(３) 森林地域 

地域資源としての豊かな森林は、動植物の生息、生育空間として、また、水資源のかん養や

治山のほか、農林水産業にとっても貴重な資源であるとともに木材等生産機能を有することか

ら、その健全性の確保に努めます。 

 

 ◆都市環境の整った都市空間づくり 

 

～利便性・機能性の高い都市施設の方針～ 
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(１) 道路 

道路は日常生活を支える重要な都市施設であり、都市間や地区などを結ぶ機能とともに、産

業や物流の基盤としての大きな役割を担っていることから、利便性の高い道路網の整備を進め

る必要があります。  

 

【ア．交通ネットワークの形成】 

円滑な交通機能を確保するため、幹線道路である北海道縦貫自動車道や国道 37 号、453

号、276 号の適切な維持管理を要望していきます。また、これと連動する地域住民の暮らし

を支える生活道路の整備を図り、災害にも対応できる安全性・利便性の高い交通ネットワー

クの形成に努めます。また、公共交通機関については、需要に合わせた利便性の高い路線へ

の再編を検討していきます。 

 

【イ．道路機能の充実】 

国道 37 号の市街地沿道は、流通・商業施設などの都市活動を支える諸機能の充実が図ら

れており、一部未整備区間の都市計画道路の整備を進め、地域生活に密着した諸機能の充実

を図ります。さらに、「伊達市バリアフリー基本構想」に基づき、歩道のバリアフリー化を

実施するなどユニバーサルデザインやバリアフリー化を基調とした道路整備を進めます。 

 

 

 (２) 公園・緑地 

まちなかにおける緑のオープンスペースとなるのが公園であり、日常生活において身近に利

用できる公園・緑地について、施設の適切な維持管理に加えバリアフリー化を念頭に、既に開

設している公園を活用するため時代にあった再整備などを行います。 

 

【ア．公園整備の充実】 

個々の公園の連携を図るとともに遊具等の施設改築時には、子どもから高齢者まですべて

の人々が利用しやすいようバリアフリー化を念頭におきつつ、既に開設している公園や歴史

的・文化的資源や自然を持ち観光拠点や地域のシンボルとなり得る総合公園だて歴史の杜、

近隣公園である館山公園、地区公園であるまなびの里公園を活用するため時代にあった再整

備・公園内施設の再配置などを行います。 

 

【イ．公園の防災機能の充実】 

街区公園・近隣公園は災害時の一時避難所としての空間になることから良好な維持管理を

行うことで防災機能の充実を図るとともに、総合公園は災害時防災公園として機能するよう

諸機能を有する施設整備が完了しているため、多様な防災ニーズに適応していきます。 

 

【ウ．緑豊かな環境の整備】 

自然と共生した都市の形成のため、市内 4 ヵ所の自然公園の維持管理に努め、緑化を推進

します。 
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【エ．緑のネットワーク】 

公園・緑地の良好な維持管理により緑の有機的なネットワーク化を図ります。 

 

 (３) 河川 

水害から生命と財産を守ることを重点的に河川環境整備を進めます。 

 

【ア．河川環境の保全】 

河畔林の維持など河川環境の保全に努めます。 

 

【イ．災害対応の河川整備】 

昨今の異常気象による降雨災害を踏まえ、浚渫事業などの河川維持を進めるとともに、災

害対策に重点をおいた河川整備を検討します。 

 

 (４) 上水道  

伊達市水道ビジョンの「安全安心な水を次世代へ」の基本理念のもと、適切な水質管理を行

うと同時に、各種事業などとの調整をしながら配水管網の充実を図り、上水道の安定供給に努

めます。 

 

 (５) 下水道   

伊達市下水道ビジョンの「自然・まち・ひとにやさしい下水道」の基本理念のもと、居住環

境の整備と地域環境の保全を目指します。 

 

【ア．下水道の推進】 

整備済区域内未接続者の早期接続促進を図るなど、計画的な整備を進めます。 

 

【イ．下水道関連施設の整備】 

有珠終末処理場を廃止する等施設の効率化を図るなど、施設の最適化や適切な維持管理に

努めています。 

 

【ウ．生活環境の整備】 

公共下水道計画区域外からの流入を一部認め、合わせて合併処理浄化槽の普及を促してい

ます。 

 

 ◆地域特性を生かした個性あるまちづくり 

    

～都市環境・景観形成の方針～ 

市民の価値観や生活の質的ニーズの多様化に対応し、環境基本計画と整合性を図りながら、

「伊達らしさ」を生かした環境・景観づくりを進めるとともに、都市生活における快適で利便

性の高い都市環境づくりに努めます。 
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 (１) 特色のある街並みの形成 

 プライム・ヘルシータウン地区や優良田園住宅として田園せきない地区など、地区計画によ

り地区一帯で特色ある街並みの形成を図ります。 

 

 (２) 歴史・文化的資源の保存 

 「だて歴史文化ミュージアム」や、世界文化遺産に登録された北海道・北東北の縄文遺跡群

の構成資産である「北黄金貝塚」などにおいて歴史・文化資源を保全しており、さらに、４市

町（伊達市・豊浦町・壮瞥町・洞爺湖町）による洞爺湖有珠山ジオパークの活動理念に沿っ

て、固有の歴史や文化、遺産などを学習・観光資源として、住民とともに地域振興に向けた保

全活用を図ります。 

 

 (３) 個性ある都市景観の形成 

 伊達市景観計画に基づき、海岸線の海浜植物や景色など、本市の優れた自然景観の保全を図

りつつ、自然との調和に配慮した都市景観の形成を進めます。 

 

 

 ◆安全で安心して暮らせるまちづくり 

 

  ～安全で安心なまちづくりの方針～ 

 

 (１) 災害に強いまちづくり 

洞爺湖周辺の 4 市町（伊達市・豊浦町・壮瞥町・洞爺湖町）が共同で、「有珠山火山防災マ

ップ」を更新し、全国的に豪雨が頻発・激甚化していることに伴い洪水ハザードマップも更新

し、加えて、東日本大震災以降、国民の津波に対する意識が向上したことから、津波ハザード

マップを作成し、市民の意識の高揚と知識の普及に努め、あわせて避難所や避難方法など避難

体制の整備、有珠山噴火をはじめ、河川氾濫や津波に対応した道路などの施設整備を図るな

ど、災害に強いまちづくりを進めます。 

また、大規模な災害が発生した場合に迅速に復興できるよう、被災前から大規模災害の発生

を想定した上で、被災状況に応じたよりよい復興まちづくりについて地域住民の方々と協働で

検討を行えるよう「復興まちづくりの実施方針」の策定に向けた検討を進めます。 

 

 (２) 高齢者や障がい者に優しいまちづくり 

伊達市地域福祉計画を策定し、子どもから高齢者まですべての住民同士が支え合い、助け合

いながら暮らせるまちづくりを進めます。 

 

 

 ◆人と人とがふれあうまちづくり 

～市民によるまちづくりの方針～ 
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今後のまちをより良いものとしていくために、市民である大人はもちろんのこと、将来を担

う子どもに対しても積極的に行政と情報を共有し、同じ課題について考え、話し合い、その結

果を市政に活かすことが必要です。そのため、市民参加条例に基づき、市民、事業者、行政の

協働によるまちづくりを進めます。また、高齢者の生きがい対策を実施しつつ、地域間の連携

や機能分担については今後検討を進めます。 
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第３章 分野別の整備方針  

          

１．特性に応じた土地利用の方針  

 

  住みよいまちづくりを進めるため、生活に必要な都市機能の集約を図り、自然や地形条件、地域

が担う役割などに配慮し、適正な土地利用を図ります。また、市街化区域や市街化区域に隣接して

いる区域の学校跡地等の比較的大規模な施設も含めた低未利用地や空き家、空き施設の活用を周辺

環境との調和に配慮しながら、用途地域の見直しや地区計画なども含めつつ促進していく必要があ

ります。 

 

住居系    住 宅 地（一般・複合） 

戸建て住宅のほか、アパート、マンションなどの集合住宅が立地し、必

要に応じて一定規模の店舗が立地するなど、一般世帯の居住環境の利便性

を高め、複合的機能を享受できる住宅地の誘導に努めます。 

また、土砂災害特別警戒区域については、市街化の抑制に努めます。 
 

低層住宅地 

土地区画整理事業地内、プライム・ヘルシータウン地区などについては

低層住宅地区として位置づけ、良好な住環境の維持とともに、ゆとりのあ

る専用住宅の誘導を図ります。 
 
市街化調整区域の既存宅地 

北海道条例指定区域（旧既存宅地）などにおいては少子高齢化・人口減

少によりコミュニティの維持が難しくなってきており、空き家も増えてい

ることから、それらの課題解決を目指した対応策の検討を進めます。 

なお、土砂災害特別警戒区域については、災害防止の観点から、北海道

条例指定区域から外すことで新規住宅の建設を抑制します。 

         

商業系    商 業 地 

人の流れがあり、広域的で多様な都市活動が行われる地区として、地域

拠点軸であるＪＲ伊達紋別駅周辺については避難施設も兼ねた自由通路や

店舗を併設した市営住宅を建設するなど、一部で整備を行っており、その

他の商業地域においても、今後の経済の動きを注視しつつ、面的整備とし

て都市施設などの効果的な配置を含め公民連携による課題解決を検討する

など、早急な対応が必要となっています。 
 

近隣商業地 

主に市民生活に密着した商業地区として、また、中心的な商業地区を補

完する地区として、周辺住宅地との整合を図りながら、日常の利便に応え

る買い物環境の維持、充実など適正な土地利用の形成を図ります。 
 

沿道商業地 
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交通利便性に優れた沿道商業地として、道路拠点軸である舟岡町から末

永町、長和町、有珠町の国道３７号を自動車利用に対するサ－ビス機能な

どの集積に努め、周辺住宅地との共存を図りつつ、良好な環境維持に努め

ます。 

 

工業系       松ヶ枝地区の工業団地周辺は土地利用が進んでおり、長和工業団地周辺

については未利用地への産業立地を促進するとともに、火力発電所の休止

に伴う影響など、今後の土地利用のあり方を検討する必要があります。 

また、必要に応じて操業環境に影響の少ない用途規制の緩和の検討や、

地区計画制度の活用など、適正な土地利用に努めます。 

周辺環境に配慮し、土地利用を進めている準工業地域については、今後

も周辺住宅地との共存を図り、地区計画などによる規制誘導を図ります。 

 

その他    観光・レクリエーション 

 史跡北黄金貝塚公園をはじめ、だて歴史の杜、館山公園や有珠地区の観

光資源などのネットワークづくりを進め、自然環境の保全と調和に留意し､

観光・レクリエーション施設としての連携を図った土地利用を展開しま

す。 

また、伊達インターチェンジ周辺は、観光道路の要衝となっていること

から、各種情報発信やＰＲなど、観光の玄関口としての活用に努めます。 

大滝区の北湯沢温泉郷や三階滝などでは、自然環境の保全と調和に留意

し、観光・レクリエーション施設としての連携を図った土地利用を進めま

す。 

 

農地・山林  農業地域 

関内、稀府、長和地域は生産性の高い水田、畑などが広がっていること

から、都市的開発をできるだけ抑制し、優良農地として保全に努めます。 

一方、豊かな自然環境を生かし、農林漁業との調和のなかで、ゆとりあ

る優良田園住宅やグリーン・ツーリズムの展開など、都市と農村の共生や

交流などが図られる土地利用を促進します。 
 

森林地域 

有珠山、紋別岳、ホロホロ山、徳舜別山などの山々によるまとまった森

林や斜面緑地は良好な景観を演出するほか、動植物の生息空間として、ま

た、水資源のかん養や治山としても貴重な資源であり、産業や生活に与え

る影響も大きいことから、緑地としてはもとより一つの生態系としてその

保全を促進します。 

大滝区では木質バイオマスなど豊富な森林資源を活かした新たな地域産

業の推進に努めます。 

また、森林資源の維持保全を図るため、所有者、事業者の理解を求め、

保全地区の指定など森林確保のための啓発に努めます。 
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２．利便性・機能性の高い都市施設の方針  

 

(１) 道路網の整備方針 

道路網は、日常生活を支える重要な都市施設であり、道路の機能分担による交通体系の確立

を図ります。あわせて、災害に対応する避難道路網の整備を進めることに加え、新たな交通施

策の取り組みについても、利便性の向上を念頭に地域公共交通計画などを基に検討を進めてい

く必要があります。 

 

ア．交通体系の形成 

室蘭圏総合交通体系のマスタープラン（室蘭圏総合都市交通体系調査）及び北海道胆振地

域公共交通計画に基づく道路網の整備に努めます。 

 

イ．交通ネットワークの形成 

広域連携軸 

・自動車専用道路である北海道縦貫自動車道及び国道は都市間や地域を結ぶ本市の産業

構造にあって欠くことのできない道路であり国道 37 号、453 号、276 号の適切な

維持管理に努めます。 

                         

地域連携軸 

・市内の拠点間を結ぶ交通路線として、国道や道道は重要な幹線道路となることか

ら、広域連携軸と同様に適切な維持管理に努めます。 

 

道道・主要市道（都市計画道路）・生活道路 

・広域連携軸や地域連携軸に繋がる道路である道道や市道などの整備を進めます。 

・時代の変化に対応した、都市計画道路の見直しを進めます。 

・各戸に接する身近な生活道路について、住環境を向上させるため計画的な道路整備

や維持管理に努めます。 

・誰もが住み良いまちづくりをめざすため、ユニバーサルデザインやバリアフリー化

を基調とした道路整備を進めます。 

 

ウ．公共交通 

市民生活に密着した公共交通機関である鉄道やバス、タクシーなどは、免許を所有してい

ない高齢者などには必要不可欠であるため、今後、MaaS（Mobility as a Service（サービ

スとしてのモビリティ））の導入を含めた公共交通の利便性の向上に向けた検討を進めま

す。 

また、玄関口としての役割を担うＪＲ伊達紋別駅周辺については、整備が進んでいる北海

道新幹線の開通による影響などを考慮しながら、交通結節点としての都市機能の充実や利便

性の向上に努めます。 

 

エ．総合的なバリアフリー化 
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住み良いまちづくりを推進するため、総合的なバリアフリー化を念頭においた道路整備を

進めるとともに、快適な歩行空間の確保のため、維持管理に努めます。 

58



  

59



  

60



(２) 公園・緑地の整備方針 

公園・緑地の効果は、災害防止や人々にやすらぎを与えるなどの存在効果と直接公園緑地を

利用する利用効果があり、都市を形成する上で欠かせない施設です。 

このため、都市における公園や緑地空間の整備目標を設定し、次の視点から公園・緑地の適

正配置に努めます。 

公園の種類 標準規模(ha) 備    考 

住区 

基幹 

公園 

街区公園    0.25  
主として街区に居住する人の利用に

供することを目的とする。 

近隣公園    2.00  
主として近隣に居住する人の利用に

供することを目的とする。 

地区公園    4.00  
主として徒歩圏内に居住する人の利

用に供することを目的とする。 

都市 

基幹 

公園 

総合公園  10.00  
都市住民全体の休息、観賞など、総合

的な利用に供することを目的とする。 

運動公園  15.00  
都市住民全体の主として運動の用に

供することを目的とする。 

その他、緑地 実情にあわせ適宜配置する。 

 

ア．公園・緑地の配置 

①  本市の豊かな自然環境や地域資源と公園・緑地の有機的なネットワークを図り、ゆと

りとうるおいのある緑空間の形成を図ります。 

また、２級河川長流川や気門別川、普通河川水車川やアヤメ川などの河川緑地や有

珠・黄金地区の海浜緑地、公共施設緑地などのネットワークづくりを進めます。 

②  有珠山、紋別岳、ホロホロ山、徳舜別山などの山々による森林など、自然空間の保全

を図るとともに、保安林や有珠善光寺、旧伊達邸庭園の環境緑地保護地区などの地域資

源と調和した公園・緑地づくりに努めます。 

また、都市施設としての公園以外の緑地、農地などは各地域に点在する地域資源とし

ての保全を図ります。 

 

イ．公園・緑地の整備 

公園・緑地の整備については、既存の公園の適切な維持管理を行い、開設から年数が経過

している公園のバリアフリー化を図るなど、時代にあった再整備を計画的に行います。 

 

街区公園 

  既存公園の分布状況を踏まえ、特色ある地域の公園として配置整備を進めます。 

近隣公園 

 舟岡公園は適切な維持管理を行い、館山公園については、バリアフリー化を図りつ

つ、時代にあった再整備を進めます。 

地区公園 

  まなびの里公園を活用するために再整備を進めます。 
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総合公園 

 総合公園だて歴史の杜については、子どもから高齢者まで利用しやすい施設の再整

備・公園内施設の再配置を進めるとともに、災害時における避難・救護活動の拠点とし

て機能する防災公園として多様な防災ニーズに適応していきます。 

運動公園 

 市民のスポーツ・レクリエーション活動の拠点として、総合公園だて歴史の杜に総合

体育館、温水プールを整備するとともに、トレーニング室も併設することで運動施設と

して充実を図っており、あわせて、その他の体育施設を市内に分散配置し、各地域に整

備された施設が連携した「生活圏にある運動公園」の充実を図ります。 

歴史公園    

総合公園だて歴史の杜内にあるだて歴史文化ミュージアムと史跡北黄金貝塚公園を核

として歴史、文化とのネットワークづくりに努めます。 

その他  

都市緑地や緩衝緑地などについては、整備、保全を図るとともに、実情に合わせた適

正配置に努めます。 

 

(３) 河川の整備方針 

ア．本市は２級河川長流川や気門別川をはじめとする数多くの河川があり、水害からの安全性

を確保するため、浚渫事業などの維持管理を進めるとともに、河川整備による災害対策に努

めます。  

イ．人と自然生態系が共生できるよう、水質確保や河川美化などの河川環境づくりを進めま

す。 

ウ．２級河川長流川や気門別川、チマイベツ川、シャミチセ川などの浚渫事業を促進します。 

エ．河畔林の維持・保全など河川緑化に努めます。 

 

(４) 上水道の整備方針 

ア．良好な水資源を確保・保全し、水質管理を徹底することで、おいしい水の安定供給に努め

ます。 

イ．水道事業の持続性を確保することを考慮したうえで、水道施設の更新に努めます。 

ウ．災害に強い水道施設・体制の整備に努めます。 

 

(５) 下水道の整備方針 

ア．環境衛生の向上と浸水対策や公共用水域の水質保全を図るため、公共下水道の計画的な整

備を推進します。 

イ．汚水・雨水管渠や終末処理場、中継ポンプ場などの下水道関連施設の適正な維持管理を推

進します。 

ウ．下水道予定処理区域外については、「生活排水処理基本計画」に基づき、合併処理浄化槽

の普及促進に努め、衛生的な生活環境の形成を図ります。 
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(６) その他の都市施設の整備方針 

ア．ごみ処理施設 

  平成 14 年 12 月に稼働し、令和６年に更新した広域ごみ処理施設西胆振地域一般廃棄物

広域処理施設について、適切な維持管理を推進します。 

イ．火葬場 

  平成 29 年 4 月に都市計画決定し、令和 3 年 4 月より供用開始した伊達火葬場について、

適切な維持管理を推進します。 

 

 

３．都市環境・景観形成の方針  

 

(１) 自然環境の保全 

ゆとりやうるおいのある質の高い生活空間の形成を図るため、森林や河川、農地などの自然

環境の保全に努めます。さらに、世界文化遺産に登録された「北海道・北東北の縄文遺跡群」

の構成資産である北黄金貝塚とその周辺を含む洞爺湖有珠山ジオパークの活動理念に従い、変

動する大地と人間との共生の歴史である地質遺産の保全に努めます。 

 

(２) 都市環境の形成 

ア．ゆとりある都市空間を確保するため、住宅地開発にあたっては、地区計画などの活用を図

ります。 

イ．市内各所にある歴史的文化財などの優れた地域資源については、都市のシンボルとするな

ど保存活用を図ります。 

 

(３) 都市景観の形成 

ア．２級河川長流川や国道 453 号などを軸とした広域的なつながりを持った自然景観等を形成

しており、一体的に周辺地域と調和した広域景観の保全と形成に努めます。 

イ．景観を守り、育むため、市民・事業者・行政が協働しながら、地域性や歴史、文化を大切

にした多様な景観形成に努めます 

ウ．歴史や文化、遺跡等固有の歴史的価値とそこから生まれる景観を後世の人々に継承すべ

く、保全と活用に努めます。   

エ．地区計画制度等の活用により、特色あるまちなみの景観形成が図られている地区について

はその保全と育成に努めます。 

オ．身近な情報を伝える屋外広告物の設置にあたっては、北海道屋外広告物条例に定めるルー

ルの啓発に努めます。 
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４．安全で安心なまちづくりの方針  

 

(１) 災害に強いまちづくりの方針 

誰もが安心して住むことができる災害に強いまちづくりをめざして、災害による被害の軽

減、防災情報の周知、避難体制（避難道路や避難場所）の整備など、都市防災対策の推進に努

めます。 

また、社会状況の変化に応じて防災ガイドや各種ハザードマップなどの見直しに努めます。 

 

ア．火災対策 

都市の不燃化及び延焼の防止を図るため、地域の特性を考慮しつつ、用途地域のなかで設

定している準防火地域のほか、必要に応じた指定を行います。 

また、公園、緑地などの防災空間の確保に努め、火災に強い都市構造の形成を図ります。 

イ．震災対策 

地震による被害を最小限とするため、公共施設や一般住宅などの建築物やライフラインの

耐震性の確保、さらに道路幅員が狭小な地域については、避難のためのオープンスペースの

確保などに努めます。 

ウ．風水害対策 

地すべりや高潮をはじめ、浸水や津波などの災害の被害を最小限に抑えることが出来るよ

う、総合的な防災対策に努めます。 

エ．噴火対策 

将来の有珠山噴火による被害をできるだけ少なくするため、洞爺湖周辺の４市町（伊達

市・豊浦町・壮瞥町・洞爺湖町）で有珠山火山防災マップを更新し噴火災害の対策を進めま

す。 

① 防災拠点となる防災センターを活用した防災訓練や防災研修など、市民の防災知識の

普及と意識の啓発に努めます。 

② 関係機関との連携強化、市民の自主防災組織の設置や育成など、地域と行政の協力に

よる防災体制づくりに努めます。 

 

(２) 高齢者や障がい者に優しいまちづくりの方針 

高齢化社会が進展するなかで、保健や医療をはじめ福祉の充実を図るとともに、公共交通の

確保や歩道のバリアフリーなど、ノーマライゼーションの理念に基づいた高齢者や障がい者が

安全で安心して暮らせるまちづくりに努めます。 

 

 

５．市民によるまちづくりの方針  

 

 市民ニーズが多様化、複雑化するなかで、市民一人ひとりが自らの生活環境づくりに大きく関係

する都市計画について関心を高め、積極的に参画できるための仕組みづくりを進めます。 
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ア．都市計画に関する知識の普及や情報の提供に努めます。 

イ．都市計画を推進するため、市民が参加し、市民の意見を反映できる仕組みづくりに努めま

す。 

ウ．市民・事業者及び行政は、相互の役割分担や信頼関係などに基づく良好なパートナーシッ

プによるまちづくりを進める必要があり、市民が主体となって活動しやすい環境づくりに努

めます。 

エ．自主的に活動しているＮＰＯやボランティア団体への支援に努め連携を促進します。 

オ．企業や開発事業者によるまちづくりを促進するため、行政の総合的な調整力の発揮に努め

ます。 

カ．市民や地域のまちづくりに対する取組みを今後の都市計画に積極的に生かしていくため、

都市計画の提案制度や地区計画等に関する申し出制度などの啓発と周知に努めます。 

 

６．都市計画制度の運用  

 

 都市計画事業は、都市活動が一体として十分機能し得るよう、公共施設の整備や土地利用など、

良好なまちづくりを実現するための手段です。 

 

(１) 地区計画による規制・誘導 

地区計画制度は、自分の住む地区の生活環境をどのように整備し、またはそれを維持するか

を考え、実現するための制度です。 

このため、市街化調整区域の豊かな自然環境を生かし、農林漁業との調和のなかでゆとりあ

る生活を求める優良田園住宅や北海道条例指定区域（旧既存宅地）周辺および学校跡地周辺な

どにおいても生活環境を保全し、地域コミュニティの維持、活性化を図るため、制度の活用を

図ります。 

また、市民参加のまちづくりをより進めるため、地区住民によるルールづくりを促します。 

 

(２) 整備手法の活用 

事業の実施にあたっては、多くの費用や時間を要しますが、土地の有効活用や良好な都市空

間を創りあげるため、土地区画整理事業や市街地再開発事業のほか、開発行為などの手法の活

用を図ります。 

 

 ＜参考＞ 

ア．土地区画整理事業 

大規模な市街地の形成や防災機能の向上を図るため既成市街地において再構築を図るための手法で

す。 

イ．市街地再開発事業 

 中心市街地において、土地の共同化や高度利用、防災機能の再構築を進め、あわせて、商業振興

を図るための手法です。 

ウ．開発行為 

都市計画法の許可を受けて行う宅地造成で、まちづくり計画に沿った市街地形成を図るための手

法です。 
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